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第
３
回
目
は
、
第
３
号
被
保
険
者
制

度
の
問
題
を
取
り
上
げ
る
。
日
本

で
超
少
子
化
が
進
展
し
て
い
る
根
底
に

は
、
男
性
賃
金
の
下
落
に
よ
り
「
専
業
主

婦
世
帯
」
が
成
立
し
に
く
く
な
っ
て
い
る

一
方
で
、
女
性
が
働
き
な
が
ら
子
ど
も
を

育
て
る
社
会
的
支
援
や
雇
用
シ
ス
テ
ム
へ

の
転
換
が
不
十
分
な
こ
と
が
あ
る
。
そ
の

一
つ
が
、
被
扶
養
配
偶
主
婦
を
前
提
と
し

た
働
き
方
と
配
偶
者
へ
の
社
会
的
保
護
で

あ
る
同
制
度
で
あ
る
。
さ
ら
に
は
こ
の
よ

う
な
社
会
的
保
護
や
雇
用
シ
ス
テ
ム
を
前

提
に
パ
ー
ト
な
ら
ば
低
賃
金
で
当
然
と
す

る
国
民
意
識
や
法
制
度
だ
。

年
収
１
３
０
万
円
未
満
で
優
遇

　

同
制
度
は
１
９
８
５
年
の
公
的
年
金
制

度
大
改
正
時
に
導
入
さ
れ
た
。
公
的
年
金

加
入
者
は
第
１
号
か
ら
３
号
ま
で
あ
り
、

第
２
号
は
民
間
企
業
や
官
公
庁
・
自
治
体

の
職
員
、
そ
し
て
、
第
３
号
は
第
２
号
被

保
険
者
に
扶
養
さ
れ
て
い
る
配
偶
者
（
主

に
専
業
主
婦
）
が
加
入
し
、
そ
れ
以
外
の

自
営
業
主
や
非
正
規
雇
用
者
、
学
生
等
が

第
1
号
で
あ
る
。

　

こ
の
第
３
号
被
保
険
者
で
あ
る
専
業
主

婦
に
対
し
て
は
、
社
会
保
険
上
の
特
権
が

与
え
ら
れ
て
い
る
。
働
い
た
と
し
て
も
年

収
を
１
３
０
万
円
未
満
に
低
く
抑
え
れ

ば
、
社
会
保
険
料
負
担
な
し
に
第
1
号
被

保
険
者
と
同
じ
だ
け
の
基
礎
年
金
権
を
得

ら
れ
る
。
ま
た
社
会
保
険
料
負
担
な
し
に

夫
で
あ
る
被
用
者
（
第
２
号
被
保
険
者
）

本
人
と
同
じ
医
療
を
受
け
ら
れ
、
介
護
保

険
料
の
納
付
義
務
も
免
除
さ
れ
る
。

　

こ
の
制
度
は
当
時
の
日
本
型
雇
用
シ
ス

テ
ム
を
背
景
に
で
き
た
。新
卒
一
括
採
用
、

年
功
賃
金
、
長
期
雇
用
、
そ
し
て
配
置
転

換
や
転
勤
に
よ
る
Ｏ
Ｊ
Ｔ
（
実
務
を
通
じ

た
職
業
教
育
）
と
い
う
形
の
企
業
内
訓
練

が
、
80
年
代
ま
で
の
日
本
の
高
い
経
済
成

長
を
可
能
に
し
た
。
正
社
員
男
性
を
中
心

に
、
長
時
間
労
働
、
転
勤
な
ど
が
頻
繁
に

あ
る
雇
用
慣
行
が
形
作
ら
れ
、
一
方
女
性

の
多
く
は
家
族
を
形
成
す
る
と
離
職
し
、

主
婦
と
し
て
子
育
て
や
介
護
を
支
え
た
。

当
時
も
主
婦
パ
ー
ト
は
増
え
て
い
た
。
だ

が
、
雇
用
者
と
し
て
の
保
護
を
拡
充
す
る

よ
り
も
、
主
婦
に
対
す
る
社
会
的
保
護
で

あ
る
第
３
号
被
保
険
者
制
度
が
与
え
ら
れ

た
の
で
あ
る
。

　

97
、
98
年
の
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
以
降
、

日
本
型
雇
用
が
大
き
く
変
質
し
て
い
く
。

日
本
型
雇
用
に
入
れ
る
新
卒
男
女
が
年
々

縮
小
し
、
若
者
が
学
校
卒
業
直
後
か
ら
非

正
規
雇
用
で
働
く
よ
う
に
な
っ
て
い
く
。

パ
ー
ト
は
主
婦
だ
け
の
も
の
で
は
な
く
な

り
、
未
婚
女
性
や
未
婚
男
性
、
離
別
シ
ン

グ
ル
も
増
え
て
い
る
。
ま
た
男
性
雇
用
者

の
賃
金
も
低
迷
し
、
パ
ー
ト
に
出
る
有
配

偶
女
性
は
年
々
増
加
し
て
い
く
。
し
か
し

２
０
０
０
年
代
に
入
っ
て
も
子
ど
も
を
持

っ
た
後
は
「
正
社
員
と
専
業
主
婦
（
年
収

１
３
０
万
円
未
満
の
配
偶
者
）」と
な
る
家

族
の
形
は
続
い
た
。
第
１
子
１
歳
時
に
妻

が
無
職
に
な
っ
て
い
る
世
帯
は
、
10
〜
18

年
に
よ
う
や
く
縮
小
に
向
か
っ
た
が
、
そ

れ
ま
で
は
ほ
ぼ
変
わ
ら
ず
７
割
強
を
占
め

た
。
た
だ
し
若
年
男
性
の
賃
金
の
下
落
傾

向
の
中
で
男
性
の
収
入
の
み
に
依
存
す
る

家
族
の
形
成
は
そ
も
そ
も
困
難
で
あ
り
、

婚
姻
・
出
産
が
停
滞
し
て
い
る
。

（出所）厚生労働省の資料を基に筆者作成
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図1　女性の第3号被保険者の割合は10年で6㌽低下
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専
業
主
婦
を
対
象
と
し
た
第
３
号
被
保
険
者
制
度
は
パ
ー
ト
労
働
者
の
低
賃
金
と
対
と
な
っ
て
非
正
規
社
員
の

キ
ャ
リ
ア
形
成
を
阻
害
し
、
少
子
化
の
遠
因
と
も
な
っ
て
い
る
。
改
正
は
喫
緊
の
課
題
だ
。

非
正
規
の
キ
ャ
リ
ア
阻
む「
第
３
号
」制
度

改
正
で
低
賃
金
と
少
子
化
克
服
を

本
誌
版
「
社
会
保
障
制
度
審
」
第
30
回

永な
が
せ瀬　

伸の
ぶ
こ子 

（
お
茶
の
水
女
子
大
学

基
幹
研
究
院
教
授
）
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非
正
規
雇
用
者
と
正
規
雇
用
者
の
大
き

い
賃
金
格
差
の
問
題
は
安
倍
政
権
も
重
く

認
識
し
、「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
に
取
り

組
み
、
16
年
12
月
に
は
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案

を
示
し
、18
年
12
月
末
に
指
針
と
し
て「
短

期
間
・
有
期
雇
用
労
働
者
お
よ
び
派
遣
労

働
者
に
対
す
る
不
合
理
な
待
遇
の
禁
止
等

に
関
す
る
指
針
」
が
公
布
さ
れ
た
。

　

し
か
し
こ
れ
が
ど
れ
ほ
ど
の
効
力
を
持

つ
か
は
疑
問
も
少
な
く
な
い
。
年
々
増
加

す
る
非
正
規
シ
ン
グ
ル
は
、
事
業
主
負
担

な
し
の
社
会
保
険
、
生
活
を
支
え
る
に
足

り
な
い
賃
金
、
有
期
雇
用
で
賃
金
が
上
が

ら
な
い
働
き
方
に
よ
っ
て
、
生
活
が
追
い

詰
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
非
正
社
員
の

７
割
は
主
婦
で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
そ
の

多
く
が
、労
働
時
間
の
自
由
度
を
重
視
し
、

そ
の
上
で
第
３
号
被
保
険
者
制
度
を
利
用

し
て
年
収
を
低
く
お
さ
め
た
方
が
得
だ
と

感
じ
ら
れ
て
し
ま
う
構
造
は
、
現
在
も
厳

然
と
し
て
残
っ
て
い
る
。

　

パ
ー
ト
自
身
が
賃
金
格
差
縮
小
を
求
め

な
け
れ
ば
賃
金
格
差
は
縮
小
し
な
い
。
パ

ー
ト
市
場
は
主
婦
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
（
動
機
付
け
）
を
よ
く
考
え
た
政
策

を
打
た
な
い
こ
と
に
は
、
格
差
は
縮
小
し

な
い
だ
ろ
う
。
パ
ー
ト
に
対
し
て
は
す
で

に
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
第
９
条
で
①
職

務
内
容
、
②
職
務
内
容
・
配
置
の
変
更
範

囲
が
同
じ
場
合
は
差
別
的
取
り
扱
い
禁
止

規
定
が
あ
る
。
し
か
し
同
条
が
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
正
社
員
と
パ
ー
ト
の
賃
金

格
差
は
大
き
い
ま
ま
だ
。
そ
も
そ
も
「
配

置
の
変
更
範
囲
」（
支
店
移
動
な
ど
）を
正

社
員
と
同
一
に
し
た
い
と
思
わ
な
い
女
性

が
パ
ー
ト
を
選
ぶ
。
し
か
し
優
秀
な
女
性

は
多
い
の
で
あ
り
、
能
力
に
見
合
う
働
き

方
の
選
択
肢
が
少
な
い
こ
と
が
も
っ
と
も

大
き
い
問
題
で
あ
る
。

　

16
年
10
月
か
ら
、
従
業
員
５
０
１
人
以

上
の
企
業
に
対
し
て
月
収
８
・
８
万
円
以

上
、
週
労
働
時
間
20
時
間
以
上
の
短
時
間

雇
用
者
の
被
用
者
年
金
加
入
が
義
務
化
さ

れ
た
。
さ
ら
に
こ
の
年
収
水
準
の
引
き
下

げ
を
す
る
べ
き
と
私
は
考
え
る
。
そ
れ
に

は
第
３
号
被
保
険
者
制
度
を
見
直
す
と
同

時
に
格
差
縮
小
に
対
し
て
実
効
の
あ
る

「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」原
則
を
考
え
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

　

第
３
号
被
保
険
者
制
度
は
評
価
で
き
る

面
も
あ
る
。
こ
の
制
度
は
専
業
主
婦
層
の

女
性
の
老
後
年
金
を
拡
充
し
た
。
し
か
し

現
役
世
代
の
女
性
が
、
年
収
を
一
定
以
下

に
抑
え
る
よ
う
労
働
時
間
を
自
主
的
に
制

限
す
る
こ
と
は
パ
ー
ト
の
賃
金
水
準
を
低

迷
さ
せ
る
要
因
だ
。
ま
た
老
後
は
女
性
の

多
く
が
「
基
礎
年
金
程
度
」
以
上
は
年
金

が
得
ら
れ
な
い
問
題
も
あ
り
、
こ
れ
か
ら

の
時
代
に
そ
ぐ
わ
な
い
。

　

社
会
保
険
と
し
て
の
公
的
年
金
で
重
要

な
の
は
、
一
つ
は
「
社
会
保
険
料
に
対
応

す
る
給
付
」
で
あ
る
。
第
３
号
に
は
保
険

料
に
見
合
っ
た
見
返
り
が
な
い
か
ら
社
会

保
険
料
納
付
を
回
避
し
よ
う
と
す
る
者
が

多
数
と
な
る
。

　

他
方
で
、
社
会
保
険
と
し
て
は
「
低
賃

金
者
へ
の
配
慮
」、す
な
わ
ち
所
得
の
再
分

配
機
能
も
必
要
だ
。

　

日
本
で
は
、
雇
用
者
に
対
す
る
報
酬
比

例
年
金
は
、
高
所
得
者
も
低
所
得
者
も
ま

っ
た
く
同
じ
定
率
で
あ
る
。
20
年
勤
務
す

れ
ば
年
収
の
約
11
％
、
40
年
勤
務
し
て
よ

う
や
く
年
収
の
22
％
の
年
金
と
な
る
。
日

本
の
「
再
分
配
」
は
年
額
78
万
円
の
基
礎

年
金
で
あ
る
。
し
か
し
雇
用
者
の
社
会
保

険
料
納
付
に
対
し
て
、
年
収
の
多
寡
に
か

か
わ
ら
ず
、
被
扶
養
配
偶
者
が
世
帯
に
い

る
と
き
に
は
２
倍
の
権
利
が
つ
き
、
シ
ン

グ
ル
や
共
働
き
は
１
倍
し
か
つ
か
な
い
。

こ
の
た
め
再
配
分
は
専
業
主
婦
世
帯
に
有

利
で
あ
り
、
シ
ン
グ
ル
や
共
働
き
の
低
所

得
者
に
厳
し
い
。

子
育
て
支
援
型
に
転
換
を

　

06
年
と
16
年
を
比
較
す
る
と
、
第
３
号

被
保
険
者
女
性
は
１
０
７
０
万
人
か
ら
８

７
８
万
人
に
減
少
し
、
比
率
も
33
％
か
ら

27
％
に
低
下
し
た
（
図
１
）。
ま
た
、育
児

休
業
者
は
11
万
人
か
ら
、
46
万
人
と
上
昇

し
た（
図
２
）。
延
べ
で
は
出
産
者
の
半
数

近
く
が
育
児
休
業
給
付
を
受
け
て
仕
事
に

復
帰
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
出
産

離
職
し
た
者
も
半
数
は
い
る
。
子
育
て
期

は
、
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
被
扶
養
配
偶
主
婦

に
と
ど
め
ず
、
シ
ン
グ
ル
マ
ザ
ー
等
を
含

め
、
社
会
全
体
で
社
会
的
保
護
を
す
る
仕

組
み
を
拡
充
す
べ
き
で
あ
り
、
ま
た
前
回

述
べ
た
よ
う
に
、
特
に
非
正
規
雇
用
層
へ

の
支
援
を
拡
充
す
べ
き
だ
。
ま
た
人
生
１

０
０
年
時
代
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
有

収
入
者
は
原
則
社
会
保
険
料
の
納
付
を
前

提
と
し
た
上
で
、
子
育
て
期
間
に
は
社
会

が
十
分
に
配
慮
し
、
保
険
料
納
付
は
給
付

に
反
映
す
る
。
低
収
入
雇
用
者
へ
の
再
分

配
も
改
め
て
拡
充
が
求
め
ら
れ
る
。

　

共
働
き
社
会
の
実
現
に
は
、
転
勤
や
長

時
間
労
働
を
前
提
と
し
、
仕
事
を
持
つ
女

性
が
そ
の
キ
ャ
リ
ア
の
途
上
で
出
産
す
る

こ
と
を
罰
す
る
雇
用
慣
行
の
変
革
も
同
時

に
必
要
で
あ
る
。
簡
単
で
は
な
い
が
、
女

性
や
高
齢
者
の
労
働
力
を
生
か
す
必
要
が

あ
る
日
本
の
人
口
構
造
を
考
え
れ
ば
避
け

て
通
れ
な
い
こ
と
で
あ
る
。

（
永
瀬
氏
の
連
載
は
今
回
が
最
終
回
で
す
）
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図2　育児休業者数は10年間で35万人増加

（注）育児休業は原則子どもが1歳まで。保育園に入れない場合は、2005年以降1歳半まで可能。
17年10月からは2歳までだが、本統計時点では1歳半が最長。公務員は3歳まで。15年以降
は共済組合等の組合員が含まれたこともありa、bとも大きく上昇して見える

（出所）出生児数は厚生労働省『人口動態統計』（暦年ベース）、被保険者数は厚生労働省『厚
生年金保険・国民年金保険事業年報』（年度ベース）

出生児数（左目盛り）

被保険者数 b （育児休業等、左目盛り）

育児休業等の人数が
出生児数に占める割合 a （右目盛り）
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